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イカーが設けられ，その代替財源として選択的地方所得税（Local Option Income 
Taxes［LOITs］）が設けられた。M.ペンス政権（共和党）の 2014 年税制改革で
は，地方政府ごとに 2万ドルまでの償却資産への課税除外が可能になり，また，
郡の経済再生特区における新規設備への課税免除を従来の 10 年から 20 年に拡
大する大型課税免除が設けられた。さらに，法人所得税率が 6.5％から 4.9％へ
引き下げられた。同章では，この改革により個人所得税へ税負担がシフトしたこ
と，償却資産税の課税免除拡大が税収を不安定化させ，また大型課税免除による
雇用増加は一時的なものだった可能性があることが指摘される。 
第５章「オハイオ州の 2005年企業課税改革」では，2000年代前半の景気後退
への対処が必要だったと同時に，大企業の租税回避行為など法人事業税の問題
点が明らかになったことをうけて，オハイオ州がパススルー事業体への課税，近
隣州との租税競争および雇用創出の観点から企業課税改革に取り組んだ動きが
分析される。B.タフト政権（共和党）の 2005 年税制改革は，法人事業免許税と
償却資産税を廃止し，代わりに営業活動税（Commercial Activity Tax［CAT］）を
導入する改革を行い，「この地域で最も法人実効税率が低い州」として企業誘致
を積極的にアピールした。CAT は，州外事業体に課税義務を課すためにネクサ
ス概念を拡張するとともに移出企業の税負担を軽減するために，単一売上高基
準を採用した消費型(仕向地基準)取引高税であり，州内で「販売する権利」への
応益課税であることを課税根拠としたが，州内投資の誘因策といえる。その後，
テキサス州，ネヴァダ州，オレゴン州が取引高税を導入し，さらに数州が取引高
税導入を検討しており，CAT の考え方が広まってきた，と同章は指摘する。 
 第６章「イリノイ州の 2019年企業課税改革」では，組織形態の多様化とタッ
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クスシェルターの急増に対応しようとするイリノイ州の動向が分析される。
2007 年には R.ブラゴジェビッチ政権（民主党）が消費型(仕向地基準)取引高税
導入を提案したが，その試みは頓挫した。その後，個人所得税と法人所得税の時
限付き増税が行われたが，J.B.プリッカー政権（民主党）は 2019年に抜本的税制
改革として，法人事業免許税の 2024年までの段階的廃止，個人所得税の累進課
税化，法人所得税の税率引上げなどを提案し，州議会で可決された。ただし，州
憲法において所得税は単一税率と規定されている。2020 年，その累進課税化を
めざした憲法修正の州民投票は「賛成 47％，反対 53％」で成立しなかった。同
章では，企業の州外逃避を懸念する声に加えて，将来の所得税増税を懸念するパ
ススルー事業体と中小企業の反対，過去の増税による増収が目的通り使われて
いないという批判，公務員年金積立の不足をめぐる与野党対立などによる州政
府への信認の喪失などが改革の阻害要因とされる。 
 終章「本論文の結論と今後の課題」では，中西部州の企業課税改革があらため
て整理され，州企業減税の役割がまとめられる。具体的には，①近年の州企業課
税は，産業支援手段としての近隣州への租税輸出が重視されていること，②産業
構造の転換に乗り遅れた「ラストベルト」とされる中西部州が企業課税改革を通
じて事態の打開を図ってきたこと，③州の企業減税が新自由主義的な成長促進
税制改革を唱える A.ラッファーの影響を受けていること，④税収確保のために
個人所得税と一般売上税の歳入構成比が上昇したこと，⑤取引高税を導入する
州もあるが，中小企業者からの反発により法人所得税が存続する州もあること，
⑥州間の租税競争のために，移出産業などの支持を受けて償却資産税が改廃さ
れていること，⑦償却資産税を教育財政から分離する動きに反発する地方政府
が地方所得税などを増税する動きもみられることなどが確認される。 
 
Ⅱ．論文審査の結果の要旨 
 
 米国の州レベルの企業課税について，中西部州を事例として分析した本論文
は，以下の点で研究上の意義をもつ。 
 第１に，本論文は，連邦制国家である米国における州の企業課税政策の多様性
を明らかにした。米国の州税制における主要税目は個人所得税，小売売上税，法
人所得税などであるが，州はそれぞれ独自の課税権を行使しており，上記３税目
もすべての州が課税しているわけではない。また，州の企業課税といっても，そ
れは法人所得税に限られるわけではなく，しかも州税制が同一の傾向に収れん
するのでもなく，州ごとに構築された多様な税制が維持されている。本論文はそ
の点に着目して，州の企業課税のうち従来から重視されてきた法人所得税と事
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業免許税だけでなく，取引高税，付加価値税，償却資産税なども重要である点を
明らかにし，それらの動向，とくに法人所得税，取引高税，付加価値税のうちど
れを課税するかをめぐる各州における論争を詳細に分析したことは，独創的な
研究として評価される。とくに，オハイオ州が営業活動税として取引高税を導入
したことは州税制研究を刺激するとともに中西部以外にも影響を及ぼし，従来
から理論的に問題が多いと考えられてきた取引高税を導入する州が増えている
ことを指摘した点は重要である。 
第２に，本論文が検討対象としている米国の中西部州は，自動車産業をはじめ
とする製造業が盛んであるが，産業構造の転換，政策方針の転換に乗り遅れた
「ラストベルト」とされている。グローバル化の進行と州際取引としての通商お
よび知識型産業の拡大が従来の税制の限界を顕在化させており，それに対して，
各州が固有の利益を最優先する競争的連邦主義の傾向が強まるなかで，中西部
州はそれぞれ税制改革を通じて事態の打開を図ろうと試みた。その税制改革は，
州政府による産業支援を要求する利益集団の支持を受ける形で行われた。中西
部州における 2000年以降の企業課税改革の重要な論点は，事業免許税の見直し，
取引高税の導入および償却資産税の縮小・廃止の３つであった。事業免許税の見
直しをめぐる事例としてはイリノイ州，ケンタッキー州，オハイオ州が，取引高
税の導入をめぐる事例としてはイリノイ州，ケンタッキー州，ミシガン州，オハ
イオ州が，償却資産税の縮小・廃止をめぐる事例としてはミシガン州，オハイオ
州，インディアナ州が，それぞれ挙げられる。州はそれぞれ異なるタイプの企業
課税を採用しており，それらの分析を行うことにより中西部州の企業課税構想
の多様性を解明した意義は大きい。 
 第３に，中西部州の企業課税は多様であるものの，企業誘致および雇用維持の
ために近隣州との租税競争を展開している点では共通する。また， LLC の立法
化など，組織形態の多様化が進むとともに，それを利用したタックスシェルター
が急増しており，それに対する課税のあり方が問題になってきた。それぞれの州
は，州内で生産活動を行って雇用を拡大し，州外で財・サービスを販売する移出
企業を優遇しようとする。逆に，州はパススルー事業体が生み出す収益および州
外事業体が州内で行う販売活動には課税しようとする。具体的には，州内の企業
設備に課されて製造業の負担が重い償却資産税を廃止する，もしくは課税免除
を拡大する，複数州で事業を展開する法人の所得を各州に分割して帰属額を決
定する配賦方式において資産や支払給与を基準から外して単一売上高基準へ移
行する，州内法人だけでなく LLC に代表されるパススルー事業体や州内で営業
活動を行う州外事業体も課税対象に含む取引高税を導入する，といった企業課
税改革が複数の州で行われている。このように近隣州の施策を取り入れつつも，
州外事業体に負担を負わせる租税輸出を含む議論が展開されており，競争的連
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邦主義の下では企業課税の根拠とされてきた応益原則だけで州企業税制を論じ
ることができなくなっている実態が解明された。さらに，州による償却資産税の
課税免除拡大は減収だけでなく税収の不安定化も招き，また課税免除による工
業地域の雇用増加も一時的なものだった可能性がある，との問題点が指摘され
ている点も重要である。 
 第４に，本論文は，州の税制改革における政策決定過程を詳細に分析している。
米国では州レベルにおいても共和党と民主党の二大政党制が機能しており，政
権党が交代するたびに前政権の施策を大幅に転換する税制改革がとられる。本
論文は，知事を中心とする政権側が税制改革を構想しつつも，税法を決定する州
議会の審議過程および利益団体である財界・業界団体の動向にも影響を受けな
がら税制改革が決定される過程が，州ごとに詳細に分析されている。それにより，
同一名称の政党でも州知事ごとに企業課税改革の方針は異なること，知事の提
案が税制改革としてそのまま実現されるわけではないこと，財界・業界団体とい
っても業種・企業規模によって税制に関する要求が多様であることなどが明ら
かにされている。また，州が主要な地方税である財産税，とくに償却資産税の縮
小・廃止を目指したとしても，代替的な教育財源確保の度合によって州の方針が
影響を受けることがあり，また償却資産税の減収に地方政府が反発して税制改
革のペースと方向性に影響を与えることもあった。このように地方政府の動向
の重要性を指摘したのも本論文の特長である。 
 第５に，本論文は，租税政策決定における研究者の役割を重視している。州税
制を研究する大学もしくはシンクタンクの研究者が，州の委嘱を受けて，もしく
は独自の視点から企業課税改革案の提言・論評を行い，それらが政権・政党・世
論などに影響を及ぼしている実態が，取引高税，付加価値税，償却資産税などを
めぐる議論を事例として分析されている。とくに本論文は，政府活動を極小化し
て市場原理を貫徹する新自由主義を唱えるサプライサイド経済学者 A.ラッファ
ーが減税を最優先する「成長促進税制改革」の観点から「州経済競争力」をラン
ク付けする動きが，財界・業界団体の動きと並んで中西部州の企業減税に影響を
与えていることを重視する。  
全体としてみた場合，本論文は，米国の企業課税に関する先行研究を整理した
うえで，中西部州の企業課税について，所得・付加価値・償却資産価格・取引高・
小売売上高などの課税ベースをめぐる改革の動向を詳細に分析し，各州の特徴
を解明した財政制度研究であり，その独創性および実証度は高いと判断する。 
もちろん本論文には課題も残されている。第１に，企業課税についてそれぞれ
の州の政策に特徴があり，その相違が存続する理由について，州ごとの政策展開
の歴史的背景，租税競争の焦点，産業構造および政策決定上の主要なアクターと
いう視点から，さらに研究を深めるべきである。第２に，世界的にみれば，企業
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の租税回避行為および各国の自国企業優遇措置により，法人所得税の課税ベー
スが浸食されている。それに対して米国の州がそれぞれどのように対応してい
るか，という観点から研究を進展させることが必要である。第３に，州外企業の
州内における販売活動に対して，州は売上税を賦課しようとする。これは，州の
公共サービスからの受益に応じた応益課税か，それともネクサス概念の拡張を
含む租税輸出かという点を，さらに突き詰めて考察すべきである。第４に，サプ
ライサイド経済学者は州の償却資産課税見直しについて大きな影響を及ぼした
が，提言が実現していない分野もある。影響の濃淡が生じる理由および政策決定
におけるアクターの重要度について，施策ごとに分析を深めることが望ましい。 
これらの課題に応える方向で本論文の研究をさらに発展させることが望まれ
るが，それは米国の州財政とくに企業課税政策に関する研究水準を高めること
に大きく貢献する本論文の価値を損なうものではない。 
 以上の理由により，本論文は博士論文としての水準に達していると評価する。 
 
